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第6回 シンポジウムLevel IV Discovery

2023年10月25日、自動運転技術を利用した新たな移動サービスの導入を検討される自治体・事業
者様向けにシンポジウムを開催しました。今回のシンポジウムは、「官民×地域住民共創による
2025年Level4実装に向けて」をテーマに掲げ、塩尻市より官民共創による自動運転・MaaS・地域
DXの推進および地域デジタル人材の活用についてご講演いただきました。合わせて、Level Ⅳ 
Discoveryの活動やLevel4実装に向けた取組をご紹介した他、現地参加のうち希望された方には新
型自動運転車両の試乗体験をしていただきました。
今回は現地参加とオンライン参加のハイブリッド方式での開催とし、自治体や運行事業者を中心に
150名を超える皆さまにご参加いただきました。

冒頭挨拶
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Level Ⅳ Discovery最新情報/Level4走行におけるリスクマネジメント
損害保険ジャパン株式会社 リテール商品業務部 リーダー 島野 陽介

Level4認可に向けた取組と新型車両のご紹介
株式会社ティアフォー 執行役員 藤居 祐輔

L4Dイベント：シンポジウムレポート

本シンポジウムが塩尻市で開催される事を嬉しく思っている。本シンポジウム主催3者を
はじめとする企業の皆様とともに令和2年1月に締結した包括連携協定に基づき、自動運
転技術を用いたモビリティサービスの事業化を通じ、地域住民の移動利便性向上を進め
ることを目指して、令和2年度から自動運転実証実験を進めてきた。
自動運転サービスの社会実装を視野に、本シンポジウム会場であるcore塩尻を拠点に企
業の皆様との連携をさらに強化し、先端技術をフル活用した市民生活の利便性や質の向
上を図る、全国に先駆けた果敢なチャレンジを続けていく。全国各地で自動運転サービ
スモデルが創出され、全国の各地域を元気にするモデルとして成長し、ひいては、日本
全体の発展に寄与するものとなることを願っている。

自動運転時代に向けて事故後のサポートに留まらず、事故が発生しないサポートにも取
り組んでおり、これを実現するためにLeve l  Ⅳ D iscoveryを組成している。
これまで観光、都市部、郊外、空港など様々なモデルにおいて全国120以上の実証実験
に参画し「事故ゼロ」を達成してきた。
自動運転実証をサポートするコンサルティングサービスを提供しており、計画策定、
課題出し、実験、無人運行のステップで導入を進める。
損保ジャパンとしてはリスクアセスメント、見守り、自動運転専用保険の3つのソリュー
ションを用いて社会実装をサポートする。リスクアセスメントは、これまでの豊富な実
験を元に、走行ルートサーベイ、データ活用、自動運転車両・運行に対するリスクの3つ
で実施する。

自動運転レベルは5段階に分類されているが、レベル4は特定条件下において自動走行
できる事を指す。自動運転車両を実際に運行する場合はその特定条件を示すために走
行環境条件の付与申請が必要となる。走行環境条件付与は道路運送車両法で規定され、
走行環境条件が付与された車両を用いたレベル4での運行については道路交通法で規
定される。
ティアフォーとしてはGLP相模原で認可取得（走行環境付与）の実績がある。
今後は、塩尻駅付近の実際の公道でLeve l4認可取得を目指し実装を進める。
新型車両「Min ibus」は、乗車人数はドライバー含めて16名（立ち乗り時は25名）で
あり、現時点においては自動走行時は35km/hまでの速度制限を設けている。
多くのセンサーおよびリモートモニタリング用のカメラを設置しており、遠隔で映像
を確認可能。運転席にもディスプレイなどを設置して自動運転の状況を確認可能であ
る。塩尻では信号連携を行っており、信号機の情報を車両に送っている。



全国の自治体・塩尻市での取組について
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官民共創による自動運転・MaaS・地域DXの推進
および地域デジタル人材の活用について
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※現地会場（core塩尻）、新型車両 自動運転EVバス試乗会の様子

これまで自動運転取組を続けてきたがようやくLeve l4が目の前にきたと実感している。
「2025年50か所、2027年100か所」と政府は自動運転導入目標を掲げており、一方で
民間のだけでこれを実現は難しい中、国交省より地域公共交通確保維持改善事業費補助
金制度でのバックアップを実施して頂いている。
今年度では、62か所での採択があり、Leve l  Ⅳ Discoveryでは15地域に参画すること
になった。自動運転導入の機運は自治体、国共に盛り上がっている。
なかでも長野県塩尻市では、実験車両のレンタルではなく、今年中に車両を導入予定。
地域に根差した自動運転の実装が目の前に来ている。単に自動運転車両を置くだけでな
く、地元で雇用が生まれるのが重要であり、素晴らしい取り組みになっている。
現在車両としてのLeve l4認可取得への取組中だが、この地域での特定自動運行の認可取
得も併せて進めていく。ただLeve l4認可取得は非常に大変である。塩尻市では約1年ほ
どかけて取る予定である。
今後は、塩尻市での経験をもとに、より短期で取得することを目指していきたい。

塩尻市は人口約6.6万人、予算は約300億円と中小規模の自治体である。持続可能な都
市形成を目指して、「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」の都市構造へと再編
を進めており、あわせてデジタル技術による革新的な都市機能の実装などを目指すデジ
タル・トランスフォーメーション戦略（DX戦略）を独自に策定した。DX戦略では、
自動運転・MaaSを地域DXのリーディングプロジェクトに位置付け、モビリティ関連の
各種取組を積極的に実施してきた。
令和2年度から自動運転とともに実証を開始したオンデマンドバス「のるーと」は年度
毎に運行エリアを拡大し、地域住民に対してデジタル技術を活用したサービス提供を進
めている。自動運転実証については今年で4年目を迎える。初年度は、他地域で実績の
ある車両を使って、地域住民に馴染んでもらう事から始めた。同じタイミングでスマー
トポールによる路車協調も実施し、地域内における社会受容性向上と技術実証を両輪で
実施してきた。
近年の特徴的な取り組みとして、市内小中学校で自動運転の出前講座および試乗体験イ
ベントを行っている。昨年度は市内小学校1校のみで実施したが今年度は既に5校で実施
しており、教育分野にも自動運転をはじめとする先端技術を取り入れることで地域全体
で社会受容性の向上を目指す。技術面では最も走行実績のある塩尻駅～市役所間におい
て、自動運転レベル4認定に向けた走行の積み重ねを行っている。自動運転サービス社
会実装に向けては、行政が中心となって人材育成を進めており、地域住民による運行体
制構築を目指し、徐々にスキルを上げていっている。
令和5年度の自動運転実証実験においては塩尻市振興公社が新型自動運転EVバスを購入
し、塩尻駅～市役所、塩尻駅～高校までのルートなどを移動ニーズ・時間に分けて実施
予定である。
令和4年度には「塩尻自動運転コンソーシアム」を組成し、事業面・技術面・社会受容
性面から自動運転サービス社会実装の検討を行っている。既存のテクノロジーを持ち込
むだけではなく、地域課題解決につなげるために産学官民が連携し、レベル4を含む自
動運転サービス実用化に向けて、国とも密に連携しながらチャレンジを進めていく。
行政が民間のスピード感に追いつくのは難しいため、塩尻市が出捐した塩尻市振興公社
を主体として推進体制を構築していることも特徴のひとつ。本来、新しい交通サービス
は地域住民にとって「受け手」になるが、仕事として取り組めるスキームを作ることで
「担い手」になれる仕組みを作っている。これらの取組について、他地域でも同様の仕
組みが欲しいと引き合いを頂いており、ノウハウを共有している。
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